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第４章以降で詳細に取り上げるが, 現在,「民法改正 (債権関係) の改
正に関する中間試案 (以下, 中間試案とする)」の約款論で議論されてい
るのは, 約款による契約の法的拘束力の問題, 採用規制 (組入れ要件と不


































なお, 2015年２月に取りまとめられた「民法 (債権関係) の改正に関





























































山下先生は,「約款法の法的問題は, 基本的には, 約款使用者 (企業)
の一方的設定に対する社会的国家的な内容規制にあるといってよい。個々
の顧客の契約を重視するとしても, それは顧客という社会的類型において







































































が開示されていた) ことで, 約款の採用規制を断念し, 専ら内容規制から
のみこれにアプローチした｡」と分析している。三枝・前掲注(４), 97頁。


































































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 319(319)
異常で非慣行的な場合に, その条項の拘束力を否定しようとするものであ




際 (昭和50年) に監督官庁により変更が認可され, 合理性を有している


































320(320) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)














的内容についての契約者の知, 不知を問題とし, 結局, 約款等に基づく附
合契約を個別契約と同視するものであって相当でないから, 採用できない｡」
とし, さらには「原告らは, 普通約款の開示が要求される理由として, (1)
商品内容の特定や(2)消費者の商品選択の自由の保障を挙げ, 特に, 地震
免責条項の開示が必要な理由として, (3)旧募取法16条１項, (4)地震保




ある火災保険契約者) に対し, 火災保険約款中の地震免責条項につき, 被
論
説










































































































324(324) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)















函館地判平成12年 3 月30日では, 約款の開示と説明義務はセットで扱











「約款の個別的内容についての契約者の知, 不知を問題とし, 結局, 約款
論
説
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 325(325)



























































































































































































330(330) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(13) 安井・前掲注(11), 42頁以下。



















































































332(332) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(17) 安井・前掲注(11), 43頁以下。























法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 333(333)
(18) 安井・前掲注(11), 43頁以下。
この点につき, 桑原氏は「安井教授自らが認められるように, どれが等















の段階に着目した規制 (以下, 成立コントロールとする) よりも, 約款の








































その協約 (約款) によって, 消費者が個々的に交渉するよりも, より有利な
条件で契約内容が確定されうる可能性がある。
















ていたが, 最近のように, 説明義務が強調されてくるようになると, その問
論
説




て, 学説には, 開示は附合者を拘束せず, その効果は附合者にとってのみ有
利な片面的なものであるべきだとするものがある。









































































































338(338) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(25) 安井・前掲注(24), 40頁以下。






































































340(340) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(28) 朝田・前掲注(26), 769頁以下。
の段階に着目した規制 (以下, 成立コントロールとする) よりも, 約款の




















「民法 (債権関係) 改正の中間試案 (本稿では, 中間試案としている)」
論
説
第４章 民法改正 (債権関係) の改正に関する中間試案と
民法 (債権関係) の改正に関する要綱
法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 341(341)
および「民法 (債権関係) の改正に関する要綱 (本稿では, 民法改正要綱
としている)」において, 約款の法的拘束力, 採用規制, 内容規制はどの
ように規定されているであろうか。


















































































ば十分であるとされた。すなわち, 法的拘束力の根拠 (組み入れ要件) は
「約款使用の合意＋約款の内容を知ることができる機会の確保」であり,
これが充たされれば, 約款が契約に組み入れられ拘束されるとしている。













































































































































イ 定型約款を準備した者 (以下「定型約款準備者」という｡) があらかじめ
その定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示していたとき。
















































































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 351(351)





































352(352) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)



































































354(354) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
に関する規定を設ける必要はない｡」と主張している。







なお, 民法 (債権関係) 改正の中間論点整理に対する経団連の考え方に
ついては, 阿部泰久, 川崎茂治「民法 (債権関係) 改正の中間論点整理に
対する経団連の考え方」金法1932号69頁以下 (2011年) を参照。
(37) 経営法友会は, そのパブリックコメントにおいて,「不意打ち条項に


































































































































































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 359(359)
(44) 本稿では, 中間試案の内容規制の論点にはふれないが, この点につい
ては, 金融法委員会「債権法改正に関する論点整理 (約款に関する内容規
制)」NBL 949号16頁以下 (2011年) が詳しい。不当条項規制をめぐる日
本の議論については, 大澤彩『不当条項規制をめぐる日本の議論』73頁以
下 (有斐閣, 2010年) が詳しい。















































































法と政治 67巻 1号 (2016年 5月) 361(361)
(47) 小林・前掲注(43), ７頁。
















































































































364(364) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
(50) 民法 (債権法) 改正検討委員会編『詳解 債権法改正の基本方針Ⅳ各






(52) 本件において, チャージを定めた本件条項は,「乙は, 甲に対して,
Ａ店経営に関する対価として, 各会計期間ごとに, その末日に, 売上総利
益 (売上高から売上商品原価を差し引いたもの｡) にたいし, 付属明細書












































として, この説明義務の中にはチャージ算定方法 (コンビニ会計) が含ま
れているとされた。しかし, 本判決では,「一審原告 (加盟店) は, 店舗






















































後の検討課題とするが, いずれにせよ, 裁判例においては, 本部には一般
論
説




そこで, 以下では, 約款による規制の方法で加盟店を保護するべく, フ
ランチャイズ契約におけるコンビニ会計と約款の問題について検討する。
第４節 コンビニ会計と民法改正要綱における約款規定






























































































































































































































































































































































































































































































































382(382) 法と政治 67巻 1号 (2016年 5月)
The Significance of Professor Yasui’s Theory
About Basic Terms and Conditions
for Standard Form Contract at the Present Time-
Discussing Revising Civil Code
in Japan and Franchise Contract
Yoshikazu KIMURA
This paper discusses the significance of Professor Yasui’s theory about
basic terms and conditions for standard form contract at the present time.
Professor Yasui has an idea that basic terms and conditions for standard form
need exchange of equal value and unfair terms and conditions are not incor-
porated in the part of contract. The outline of Revised Civil Code prescribe
that unfair terms and condition are not incorporated in the part of contract.
At this point, Yasui’s theory about basic terms and conditions for standard
form contract is the same idea as the outline of Revised Civil Code.
And also, Yasui’s theory is useful for Franchise Contract. Someone says
that the accounting system which uses at convenience store in Japan is not
fair and this causes the conflict between headquarters of convenience store
chain and a member store. If we use Yasui’s theory, this conflict is solved.
Yasui’s theory regards the terms and conditions about accounting system of
Franchise Contract in Japan as the exchange of equal value. According to
Yasui’ theory, this terms and conditions are not incorporated in the part of
contract. Yasui’s theory is also useful for Franchise Contract in Japan at the
present time.
